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政策評価の今後の方向性 
 

Ⅰ これまでの取組み 

平成 12 年度から導入を検討してきた本市の政策評価は、平成 15 年度から本格稼動した。導入

当初は事務事業評価から取り組むこととし、平成 15・16 年度は評価対象とした事務事業の約半数

ずつを評価し、平成 17 年度は評価対象とした全ての事務事業を評価した。 

各年度の取組みは以下のとおりである。 

 

平成 12 年度 

Ｈ12.4   政策評価導入に向けて、企画調整課内に担当主査を置く。 

Ｈ12.12   政策評価に関する研究会を庁内に設置（職員 10 名）。 

Ｈ13.1～2  政策評価に関するゼミナールを開催（講師：北海学園大学 佐藤克廣教授）。 

 

平成 13 年度 

Ｈ13.5～9  事務事業評価モデル試行を研究会で実施（25 事業）。 

Ｈ13.11   職員を対象に政策評価に関する研修会を開催（講師：日本能率協会 佐伯学氏）。 

Ｈ14.1   「北広島市の政策評価システムの構築に向けて」を策定（市長決裁）。 

Ｈ14.2～3  議会へ説明（14 年 2 月 5 日：総務常任委員会、14 年 3 月 20 日：全議員）。 

Ｈ14.2～3  事務事業評価ケーススタディを実施（60 事業を対象に各課で事後評価を実施）。 

 

平成 14 年度 

Ｈ14.4～7  前年度実施した事務事業評価ケーススタディについて、企画部によるヒアリングの実 

施と結果報告書を作成。 

Ｈ14.7    職員研修を実施（講師：日本能率協会 佐伯学氏、午前の部：部課長職３６名参加、 

午後の部：主査・スタッフ４７名参加）。 

Ｈ14.9～12  事務事業評価を試行（104 事業を対象に事前・事後評価を実施：様式は新規事業用、 

継続事業用、補助金交付金用）。 

 

平成 15 年度 

Ｈ15.5～  行財政構造改革推進本部を設置し、行財政構造改革の推進方針を策定。政策評価を重

点項目の 1 つとして位置付ける。 

事務事業評価を実施〔評価対象約 500 事務事業のうち 255 事務事業（継続 222、新規

33）を評価〕。 

行財政構造改革推進本部で実施要領を決定。説明会実施後、各課等で1次評価に着手。 
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Ｈ15.8～9  政策評価推進チーム（企画調整課と財政課による合同チーム）4 班で各課に対しヒア

リングを実施。 

Ｈ16.1   行財政構造改革推進本部で 2 次評価を決定。 

Ｈ16.2   ホームページ、各出張所等で評価結果を公表。議会各会派にすべての調書を配布。 

 

平成 16 年度 

Ｈ16.4～  事務事業評価を実施〔前年度実施しなかった 329 事務事業（継続 257、新規 72）を評

価〕。  

行財政構造改革推進本部で実施要領を決定。説明会実施後、各課等で1次評価に着手。 

Ｈ16.7～8  政策評価推進チーム（企画調整課と財政課による合同チーム）4 班で各課に対し継続

事業のヒアリングを実施。 

Ｈ16.9～   第２次実施計画策定（Ｈ17～19）に向けて、実施計画新規事業の評価を実施。 

Ｈ16.11    実施計画新規事業のヒアリングを実施。 

Ｈ17.2   行財政構造改革推進本部で 2 次評価を決定。 

Ｈ17.2   ホームページ、各出張所等で評価結果を公表。議会各会派にすべての調書を配布。 

 

平成 17 年度 

Ｈ17.5～  評価対象とした全事務事業の評価を実施〔485 事務事業（継続 447、新規 38）を評価〕。 

行財政構造改革推進本部で実施要領を決定。説明会実施後、各課等で1次評価に着手。 

Ｈ17.7～8  政策評価推進チーム（企画調整課と財政課による合同チーム）4 班で各課に対し継続

事業のヒアリングを実施。 

Ｈ17.8～   第２次実施計画策定（Ｈ17～19）に向けて、実施計画新規事業の評価を実施（市長マ

ニフェスト・行革関連事業を評価）。 

Ｈ17.9   行財政構造改革推進本部で新規事業の 2 次評価を決定。ホームページ、各出張所等で

新規事業の評価結果を公表。議会各会派に調書を配布。 

Ｈ17.10   行財政改革推進本部で継続事業の 2 次評価を決定。 

Ｈ17.11   ホームページ、各出張所等で継続事業の評価結果を公表。議会各会派にすべての調書

を配布。 

 

 

 

 

 

 



資料２                                                （平成 18 年 3 月作成） 

 3

Ⅱ 今後の方向性 

本市では、「成果を重視する行政運営への転換」「情報公開による政策の透明性と説明責任の確

保」「職員の意識改革や政策形成能力の向上」の３つの目的を設定し、政策評価システムの確立を

目指している。 

平成 17 年 5 月に新たに策定した行財政構造改革大綱では、行財政システム全般の改革・改善を 

推進するために「政策評価の推進」を基本目標の一つとして位置付けるとともに、その実行計画（平

成 17～21 年度）において、事務事業評価の充実を図り、施策評価、公共施設評価、外部評価を導

入することとした。 

事務事業評価の本格導入から 3 年が過ぎた今、行財政構造改革大綱の方針に沿って、３つの目

的を達成するために「充実のための方向性」と「具体的方策」を定め、評価システムの確立を図っ

ていく。 

 

政策評価充実のための方向性と具体的方策（概要） 

 

 

             

 

 

充実のための 
方向性 

目 的 具 体 的 方 策 

 
■予算編成への活用推進 

■事務事業改善の推進 

■総合計画進行管理での活用検討 

■施策評価の導入検討 

 

１ 評価結果の 

活用推進 

 

 

成果を重視する

行政運営への転

換（ＰＤＣＡサイ

クルの確立） 

 

■指標の有効性の向上 

 ○ベンチマーク手法導入の検討 

■外部評価の導入検討 

■多様な行政活動への対応 

 ○公共施設評価の導入 

 

２ 評価の客観性

の確保 

■公表方法や評価調書の分かりやすさの

確保 

■積極的な情報の提供 

３ 市民への情報

提供の充実 

情報公開による

政策の透明性と

説明責任の確保 

■評価結果の政策への反映 

■評価作業の効率化 

４ 職員の意欲の

向上 

職員の意識改革

や政策形成能力

の向上 
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１ 評価結果の活用推進 

政策評価を実効あるものとするためのポイントは、ＰＤＣＡ〔Plan(計画)→Do(実施)→

Check(評価)→Action(改善) 〕サイクルを確立することであり、具体的には評価結果を予算・

計画・組織・人事等の行政運営システムに反映できるようにすることである。評価結果の反映

については事務事業の改善や予算編成、実施計画策定等で一部反映されていると思われるもの

の、全体的にはまだまだ不十分である。 

政策評価の有効性を高めるための緊急の課題は評価結果の活用推進と考えられ、この課題を

解決するために、毎年行う予算編成への評価結果の活用推進を重点方策として取り組むことと

する。 

  この重点化により、職員が評価に意欲的に取り組むようになること、また、予算編成過程の

透明性向上などの効果が期待できる。 

 

重点方策： 評価結果の予算編成への活用推進  

 

 

（１）予算編成への活用推進（重点方策） 

15、16 年度は評価結果の公表時期が 2 月で遅かったが、平成 17 年度は予算編成により

反映できるよう公表時期の早期化を図り、11 月に公表した。 

しかしながら、予算編成システムの中に明確には評価制度が組み込まれていないことか

ら、評価結果の予算への反映については一部活用されていると思われるものの、具体的に

どのように活用されたかは職員や市民に見える形にはなっていない。 

今、予算編成に求められているのは「事業の選択と集中」であり、事務事業が上位の

施策の実現にどれだけ貢献し必要とされているかといった、優先順位づけが必要となっ

ている。 

今後事務事業の見直しや統廃合を進めるとともに、事務事業の優先順位づけを評価シス

テムで行い、それを予算編成で活用できるようにする。 

 

①施策評価導入に向けた事務事業の優先順位づけ 

  事務事業の優先順位づけについては、今後導入を予定している施策評価で行うことが妥

当と考えるが、現在の事務事業評価でも各部局においてＡＢＣランクづけを行っているこ

とから、この充実を図ることにより優先順位づけを強化していく。これは施策評価導入に

向けての準備として位置づけることができる。 

ア.事務事業優先順位づけのための基準の明確化と評価の点数化 

事務事業の優先順位づけをより客観的にするために、必要性、妥当性、有効性、 
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効率性、公平性などの観点で統一的な評価基準を設けそれぞれ点数化し、その合計点 

からランクをつける。 

イ.事務事業優先度ランク一覧表（施策別）の作成 

施策評価導入に向け、総合計画の施策別に事務事業の優先度を明らかにする一覧表

を作成し、この表を予算編成作業で活用する。 

  

②優先順位づけする評価対象 

 現在、評価している事業の単位と予算の事業の単位は一致していない部分がある。 

評価結果を予算編成に反映するためには、予算と評価の事業単位が一致していることが 

望ましく、計画や予算に評価をより活用しやすくするための事業の単位の見直しが今後の 

課題となっている。見直しにあたっては多くの労力と経費が必要となることから、現時点

では、現行どおりの方法で評価対象を設定していくこととする。 

なお、優先順位づけをする対象については、評価した事務事業の内、予算の事業（政策 

的経費）を基本とし、管理的経費の事務等で優先順位づけに適さないものは対象から外す。 

 

（２）事務事業改善の推進 

評価結果の「見直し」の中には、予算や計画に直接反映できない事務事業の改善の評価

が含まれている。最小の費用で最大の効果を上げるための改善は、すぐに仕事に反映でき

るものもあり、事務事業評価の基本的な実施目的でもある。  

評価結果を踏まえた事務事業の改善に取り組まれているかどうかのチェックについて

は、毎年行うヒアリングでの確認を充実するとともに、追跡調査の方法も検討していく。 

 

（３）総合計画進行管理での活用検討 

評価の総合計画への反映方法としては、計画の策定と進行管理での活用が考えられる。 

第２次実施計画の策定にあたっては、マニフェスト関連の事業を含め、すべての実施計

画予定事業を評価し、その活用を図った。 

総合計画の進行管理においては、計画の達成状況を評価するため、政策や施策に指標

やその目標値を設定しておく必要があり、今後、評価結果の活用方法を計画担当部局と

連携し検討していく。 

 

（４）施策評価の導入検討 

予算編成や総合計画の策定・進行管理において、事務事業の選択や施策の重点化を図る

ためには、施策を構成している事務事業の優先度を明らかにし、施策を達成するための事業

群が効率的・効果的な構成となっているかなどを評価することが求められる。 
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政策（施策）重視型の行政運営への転換を図っていくため、事務事業の徹底したスクラッ

プアンドビルドや、施策が有効に働いているかなどの評価を可能にする施策評価の導入を検

討していく。《平成20年度導入》 

 

 

２ 評価の客観性の確保 

（１）指標の有効性の向上 

政策評価において、指標は客観的な評価をするための重要な要素であり、特に成果指 

標については、理論的に設定できても測定できない場合や、活動指標をそのまま成果指

標にせざるを得ないものなど設定の難しさの問題もあるが、できるだけ適正なものとし

ていく必要がある。 

今後、指標の設定についてさらに精査するとともに、指標の信頼性や市民への分かり

やすさを確保するために、ベンチマーク手法の導入について調査研究していく。 

   ベンチマーク手法の導入に関しては、17 年度に設立された全国的な組織「都市行政評 

価ネットワーク会議」へ参加し、都市間ベンチマーク手法についての調査検討を行いなが 

ら、本市での活用について検討していく。《平成 18 年度から調査・検討》 

 

ベンチマーク手法：まちのあるべき姿を指標（目標値）で示し、毎年実績値と目

標値を比較することによって達成度を測る手法で政策や施策評価での活用が多

い。ベンチマークの優れているところは、課題と方向が数値目標で明確になるこ

と、市民にわかりやすいこと、他の自治体との比較が可能なことなどである。 
 

 

（２）外部評価の導入検討 

評価の統一性や客観性を確保するため、導入当初から１次評価（事業担当部局の評価） 

を受けて２次評価（行財政構造改革推進本部の評価）を実施しているものの、どちらも行

政内部による評価であり、客観性の点で限界があることは否めない。 

行政とは異なった視点からの評価が期待できる外部評価（市民や学識経験者の評価）の

導入に向けて検討していく。《平成 19 年度導入》 

 

（３）多様な行政活動への対応 

行政活動は、多様な事務事業（内部管理事務、ソフト事業、建設事業、施設の維持管

理、大規模プロジェクト等）で構成されている。現在の評価のやり方はこれらの多様な

事務事業を統一した観点で、すべてに共通する様式を用いて評価している。しかし、事
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務事業評価を補完し、より適正で客観的な評価結果を導くためには、それぞれの事務や

事業の形態に対応した多様な評価手法の導入も必要な場合がある。 

本市においては、公共施設の老朽化や維持管理経費の増加などが大きな問題となること

が予想されることから、施設の今後のあり方や効率性の向上、サービスの向上等を目的とす

る公共施設評価の導入を進めていく。《平成18年度試行》 

 

 

３ 市民への情報提供の充実 

（１）公表方法や評価調書の分かりやすさの確保 

市ホームページの「政策評価のページ」への庁外からの閲覧回数は年間 2,200 件程度で、

日平均６件となっている。 

今後、市民にとって分かりやすい評価とするため、評価の方法や結果が大枠で理解でき

るような公表方法を検討していくとともに、評価調書についてもより簡明なものとなる

よう改善していく。 

 

（２）積極的な情報の提供 

    導入当初からすべての評価調書を、ホームページや出張所など６か所に置いた閲覧用冊

子で、公表している。 

これまで同様、評価に関する情報を積極的に公表するとともに、出前講座などにより

市民への情報提供の充実を図っていく。 

 

 

４ 職員の意欲の向上 

（１）評価結果の政策への反映 

   評価担当部局と事業担当課等は、評価ヒアリングにおける事務事業の課題や方向性など

の議論を通して、成果重視など行財政構造改革の基本的な考え方の共有化を図ってきた。

このことが、職員の意識の中にＰＤＣＡサイクルが徐々に定着するなどの効果をもたらし

ている。 

しかし一方では、評価作業への慣れとともに、事業担当課等における評価が単なる調書

の作成作業に陥っていく懸念がある。また、評価結果が政策や予算になかなか反映されな

いことにより、評価に対する職員の意欲が低下することも考えられる。 

今後、政策評価システムを有効に機能させていくためには、実際に評価や改善を担当す

る職員の意欲的な取組みが求められる。そして、職員の意欲を高め、維持していくために

は、評価結果を政策や予算に的確に反映することが最も効果的である。 
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（２）評価作業の効率化 

    評価の精度を高めるためあまりに緻密になり過ぎると作業量が増大し、本来業務に支 

障を来たしかねず、評価に対する職員の意欲低下にもつながる。 

今後、公共施設評価や外部評価、施策評価の導入を計画しており作業量の増加が見込ま 

れるが、ある程度の精度を確保しながら、できるだけ簡便でわかりやすい評価方法や評

価調書となるよう配慮し、評価作業の効率化を図っていく。 


